様式第3号（第5条関係）
	
第　　　　　号
許　可　書
住所：
氏名：　　　　　　　　　　様
（　　　　　　　地区）
　　　　年　　　月　　　日付けで申請のあった土地区画整理事業の施行地区内における建築行為等については、土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第76条第1項及び第3項の規定により次の条件を付して許可します。

	行　 為 　地
	

	目的又は用途
	

	構　 造　 等
	構　　造
	
	敷地面積
	㎡

	
	階　　数
	
	延べ面積
	㎡

	備　  　　考
	



　　　　　　年　　　月　　　日
沖縄市長　　　　　　　　　　印　


条件
(1)この許可は、土地区画整理法第76条第1項の規定により事業への支障の有無を判断したものであり、他の関係法令等については、所管機関と協議の上これを遵守すること。

(2)許可された内容と異なる施工により、土地区画整理事業に支障をきたし市長より移転を命じられたときは、自費で建築物等を移転又は除去すること。

(3)土地の高低による宅地の利用価値低減については、損失補償の請求はしないこと。

(4)許可建築物等を他者に賃貸し、又は譲渡する場合は、賃貸人又は譲渡人は相手方に対し上記事項に従うことをあらかじめ承認させること。

(5)工事等の際、地区内の公共施設物の破損のおそれがある場合は、当該公共施設物管理者へ早急に連絡すること。

(6)工事等により土砂等が側溝へ流入した場合は清掃すること。



	
［教示］

1　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して3月以内に、沖縄市長に対して審査請求をすることができます。

2　この処分については、上記1の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して6月以内に、沖縄市を被告として（訴訟において沖縄市を代表する者は沖縄市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記1の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して6月以内に提起することができます。

3　ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して1年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。




　　
